
 

令和７年度青森市商店街空き店舗等リノベーション支援事業補助金交付要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、商店街等の区域における空き店舗又は空き家（以下「空き店舗等」とい

う。）を活用し、出店を行う中小企業者等に対して、当該年度の予算の範囲内で補助金を交付

することにより、商店街等の区域における空き店舗等の解消を図り、もって商店街のにぎわい

の創出及び活性化並びに本市経済の健全な発展に資することを目的とする。 

 

 （用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

 （１） 空き店舗 商店街等の区域に所在する店舗物件（店舗専用の出入口があるものに限

る。）のうち、概ね１か月以上営業の用に供されていないものをいう。 

 （２） 空き家 商店街等の区域に所在する住宅物件（改修することにより店舗等として活用

するもの及び店舗専用の出入り口があるものに限る。）のうち、概ね１か月以上居住の

用に供されていないものをいう。 

 （３） 中小企業者等 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項各号に掲

げる者その他市長が特に認める団体をいう。 

 （４） 商店街 青森市新町商店街振興組合、柳町商店街振興組合、青森市夜店通り商店街振

興組合、ニコニコ通り商店会、昭和通り振興会、国道古川振興会、桜川商店会、新城商

工振興会、浪館通り商店会、浪打銀座商店会、元気町あぶらかわ商店会、アスパム通り

振興会、古川グルメ商店街、浪岡駅通り商店会、浪岡銀座通り商店会、川原町商店会及

び仲町商店会をいう。 

 （５） 特定商店街 前号に掲げる商店街のうち、青森市新町商店街振興組合、柳町商店街振

興組合、青森市夜店通り商店街振興組合、ニコニコ通り商店会、昭和通り振興会、国道

古川振興会、アスパム通り振興会、古川グルメ商店街、浪岡駅通り商店会、浪岡銀座通

り商店会、川原町商店会及び仲町商店会をいう。 

 （６） 商店街等の区域 次のア及びイの区域をいう。 

    ア 第４号に掲げる商店街が形成されている区域 

    イ 青森駅前広場に面する区域（アに規定する区域を除く。以下「駅前広場に面する区

域」という。） 

 （７） 活性化業種 空き店舗等が所在する商店街が必要と認める業種をいう。ただし、前号

イに規定する区域にあっては青森市新町商店街振興組合が必要と認める業種をいう。 

 （８） 商業ベンチャー修了者 青森市多目的交流広場内の商業ベンチャー支援施設に出店し

ている者のうち、出店期間満了に伴い退店する者（出店期間満了日から起算して４５日

以内に空き店舗等の賃貸借契約又は売買契約を締結し、事業を開始するものに限る。） 

 

 （対象事業者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「対象事業者」という。）は、市内に主たる事業所

を有する中小企業者等で次の各号に掲げる条件を全て満たすものとする。 

 （１） 活性化業種の承認を受けた事業を新たに行うこと。 

 （２） 商店街等の区域の店舗からの移転でないこと。ただし、公的買収による移転の場合



 

は、この限りでない。 

 （３） 市税に未納の額がないこと。 

 （４） フランチャイズチェーン方式による事業でないこと。 

 （５） 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第

２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業を営んでいないこと。 

（６） 青森市暴力団排除条例(平成２３年青森市条例第３３号)第２条第２項に規定する暴力

団員又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係にある者でないこと。 

 

 （補助事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、対象事業者が活性化

業種の事業を行うための空き店舗等の改修工事であって、当該工事の全てを市内に事務所又は

事業所を有する業者に発注するものとする。 

２ 対象事業者（商業ベンチャー修了者を除く。）は、前項の補助事業の内容について、あらか

じめ市が設置する起業・創業相談窓口に相談しなければならない。 

３ 対象事業者は、第９条に規定する交付決定を受けた後、補助事業に着手しなければならな

い。 

 

 （補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助事業を実施

するために必要な内装工事費、外装工事費、給排水衛生設備工事費、空調設備工事費、サイン

工事費及び電気・照明工事費とする。ただし、什器・備品購入費、設計費並びに消費税及び地

方消費税を除く。 

 

 （補助金の額） 

第６条 補助金の額は、次の表の左欄に掲げる者について、同表の中欄に掲げる区域における出

店ごとに、右欄に定める額とする。 

区分 区域 階層 補助金の額 

商業ベン

チャー 

修了者 

特定商店街

の区域及び

駅前広場に

面する区域 

道路に面する１階

部分の店舗 

補助対象経費の実支出額の合計額に２分

の１を乗じて得た額と１３０万円とを比

して、いずれか低い方の額以内の額 

道路に面する１階

部分以外の店舗 

補助対象経費の実支出額の合計額に２分

の１を乗じて得た額と５０万円とを比し

て、いずれか低い方の額以内の額 

特定商店街

以外の商店

街の区域 

道路に面する１階

部分の店舗 

補助対象経費の実支出額の合計額に２分

の１を乗じて得た額と１００万円とを比

して、いずれか低い方の額以内の額 

道路に面する１階

部分以外の店舗 

補助対象経費の実支出額の合計額に２分

の１を乗じて得た額と５０万円とを比し

て、いずれか低い方の額以内の額 



 

商業ベン

チャー修

了者以外

の者 

商店街等の

区域 

道路に面する１階

部分の店舗 

補助対象経費の実支出額の合計額に２分

の１を乗じて得た額と１００万円とを比

して、いずれか低い方の額以内の額 

道路に面する１階

部分以外の店舗 

補助対象経費の実支出額の合計額に２分

の１を乗じて得た額と５０万円とを比し

て、いずれか低い方の額以内の額 

２ 前項の規定により積算した額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り捨

てるものとする。 

３ 補助事業について、国、県及び市等から補助金（この要綱に基づく補助金以外のものをい

う。）を受ける場合は、補助対象経費から当該補助金の額を差し引いた額を算定の基礎とす

る。 

 

 （交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は商店街空き店舗等リノベーション支援事業補助金交

付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて市長に申請しなければならない。 

 （１） 事業計画書（様式第２号） 

 （２） 職務経歴書（個人による申請の場合に限る。）（様式第３号） 

 （３） 収支予算書（様式第４号） 

 （４） 誓約書（様式第５号） 

 （５） 定款の写し（個人事業者の場合を除く。） 

 （６） 法人の登記事項証明書（個人事業者の場合は、住民票）の写し 

 （７） 市税に係る納税証明書又は市税の納付状況の確認に係る同意書 

 （８） 活性化業種の承認を受けたことを確認できる書類 

 （９） 市が設置する起業・創業相談窓口に相談し作成した事業計画書及び資金計画書（商業

ベンチャー修了者を除く。） 

（１０） 賃貸借契約書又は売買契約書の写し 

 （１１） 店舗改装工事に係る図面の写し 

 （１２） 工事見積書（３者以上）の写し 

 （１３） その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定により提出しなければならない書類により証明すべき事実を市が保有す

る公簿により確認することができるときは、当該申請者の同意を得て、当該書類の添付を省略

させることができる。 

 

 （連帯保証） 

第８条 対象事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、補助金交付の申請に際して、連

帯保証人を付すものとし、連帯保証人になろうとする者から、連帯保証書（様式第６号）を徴

したうえ、前条の書類と合わせてこれを市長に提出するものとする。 

２ 市長は、前項に定める連帯保証書に記載された者が連帯保証人になることに承諾できない場

合には、対象事業者に対し、他の者を連帯保証人にするよう請求することができる。 

 

 （交付の決定） 

第９条 市長は、第７条の申請があったときは、当該申請に係る書類を審査し、必要に応じて実



 

地調査又は市税の納付状況調査を行い補助金の交付の可否を決定し、商店街空き店舗等リノベ

ーション支援事業補助金交付（不交付）決定通知書（様式第７号）により当該申請者に通知す

るものとする。 

 

 （交付の条件） 

第１０条 青森市補助金等の交付に関する規則（平成１７年青森市規則第６２号。以下「規則」

という。）第５条の規定による条件は、次に掲げる事項とする。 

 （１） 賃借した空き店舗等を市長の承認を受けないで補助金の目的に反して使用し、又は転

貸してはならないこと。 

 （２） 補助事業の状況、補助事業の経費の収支その他補助事業に関する事項を明らかにする

書類、帳簿等を備え付け、これらを令和８年４月１日から１０年間保管すること。 

（３） 補助金の交付の決定の通知を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助事業

完了後の営業開始日から３年間は当該店舗において、自ら継続して営業すること。 

 （４） 補助事業者は、当該店舗を出店しようとする商店街に加盟すること。ただし、市長が

認める場合を除く。 

 （５） 補助事業者は、補助事業完了後３年間において、毎年、当該店舗の営業状況につい

て、確定申告書等の書面の写しを提出することにより報告すること。 

 

 （申請の取下げの期日） 

第１１条 規則第６条第１項の規定による補助金の交付の申請の取下げの期日は、補助金の交付

の決定の通知を受けた日から起算して１０日を経過した日とする。 

 

 （事業内容の変更及び廃止） 

第１２条 補助事業者は、補助事業の内容又は補助対象経費を変更するとき、又は補助事業を廃

止するときは、速やかに商店街空き店舗等リノベーション支援事業変更（廃止）承認申請書

（様式第８号）を市長に提出して、その承認を受けなければならない。 

２ 前項の規定により補助事業の変更に係る承認申請を行う場合において、業種の変更を伴うと

きは、変更後の業種について、活性化業種の承認を受けなければならない。 

３ 前２項の規定による申請があったときは、市長は、その内容を審査し、その結果を商店街空

き店舗等リノベーション支援事業変更（廃止）承認（不承認）通知書（様式第９号）により当

該申請者に通知するものとする。 

 

 （実績報告） 

第１３条 補助事業者は、補助事業完了の日（補助事業の廃止の承認を受けた場合は、その日）

から起算して２０日を経過した日又は令和８年３月３１日のいずれか早い日までに商店街空き

店舗等リノベーション支援事業完了（廃止）実績報告書（様式第１０号）に、次に掲げる書類

を添えて市長に提出しなければならない。 

 （１） 収支決算書（様式第１１号） 

 （２） 事業実績報告書（様式第１２号） 

 （３） 領収書、受領書等の補助対象経費の支払を明らかにする書類の写し 

 （４） 工事完了施工明細書の写し 

 （５） 工事請負契約書の写し 



 

 （６） 事業の実施が確認できる写真（着工前、施工中、完了後） 

 （７） 商店街に加盟した場合は、加盟が確認できる書類の写し 

 

 （補助金の額の確定） 

第１４条 市長は、前条の実績報告書の提出を受けたときは、当該実績報告書等書類の審査及び

必要に応じて行う実地調査等により、交付すべき補助金の額を確定し、商店街空き店舗等リノ

ベーション支援事業補助金交付額確定通知書（様式第１３号）により当該補助事業者に通知す

るものとする。 

 

 （補助金の交付） 

第１５条 補助金は、前条の規定により、その額を確定した後に交付するものとする。 

 

 （補助金の請求） 

第１６条 補助事業者は、補助金を請求しようとするときは、請求書を市長に提出しなければな

らない。 

 

 （財産の管理及び処分の制限） 

第１７条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した設備等についての台帳を

設け、その保管状況を明らかにしておかなければならない。 

２ 規則第１８条ただし書の市長が定める期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭

和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数を経過するまでの期間とする。 

３ 補助事業者は、補助対象事業により取得し、又は効用の増加した設備等を耐用年数の期間内

に処分する場合は、あらかじめ商店街空き店舗等リノベーション支援事業補助金処分承認申請

書（様式第１４号）により市長に申請し、その承認を受けなければならない。 

４ 規則第１８条第２号の市長が定めるものは、補助金により取得した設備等のうち取得価格が

５０万円以上のものとする。 

５ 前３項の規定による申請があったときは、市長は、その内容を審査し、その結果を商店街空

き店舗等リノベーション支援事業補助金処分承認（不承認）通知書（様式第１５号）により当

該申請者に通知するものとする。 

 

 （閉店における補助金の返還） 

第１８条 市長は、補助事業者が第１０条第３号に規定する条件に反し、補助金の交付を受けた

店舗の営業を中止し、若しくは廃止し、又は当該店舗を閉店し、若しくは移転したことが判明

したときは、補助金の交付の決定を取り消し、補助事業者及び連帯保証人に対して、当該店舗

における営業が継続した期間を３年から除いた期間分に相当する補助金の額を日割計算により

算出し、期限を定めて、当該算出した額の返還及び規則第１７条に定める延滞金の支払を請求

するものとする。ただし、補助事業者本人の責に帰さない事由による場合は、この限りでな

い。 

 

 （取扱方法） 

第１９条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関して必要な事項は、市長が

別に定める。 



 

 

   附 則 

 （実施期日） 

 この要綱は、令和７年４月１日から実施する。 

   附 則 

 （実施期日） 

 この要項は、令和７年９月１８日から実施する。 


